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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）

０歳 青少年期６歳３歳１歳

地域子育て支援

保 育
放課後児童

９歳

放課後
児童クラブ

幼 稚 園

勤務時間短縮等の措置

働 き 方

・延長保育（8,976か所〈民間保育所〉）

・休日保育 （798か所）

・乳幼児健康支援一時預かり（派遣型含む688か所）

・児童館（4,716か所）（17.10.1現在）

（文部科学省）

経済的支援
児 童 手 当

育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

※特記ないものは平成18年度

実績

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,723か所、171万人）

（19.5.1現在）

（16,685か所、74.9万人）
（19.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）
1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40%
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない
場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時
間外労働等の制限など

短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、託
児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

認可保育所 （22,848か所、202万人）（19.4.1現在）

（延長保育・休日夜間保育・特定保育）

（認定こども園 105か所（19.8.1現在） ）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7178箇所18万人（18.3現在））

家庭的保育事業 ／ 病児・病後児保育

地域の子育て支援事業
・一時預かり事業（6727か所）
・トワイライトステイ事業（236箇所）
・ショートステイ事業（511箇所）
・地域子育て支援拠点（4，363か所）
・ファミリー･サポート･センター （480か所）

社会的養護に関する事業 （乳児院120箇所・児童養護施設559箇所等）

児童館

母子保健

社会的養護

※今回（第5回3/21)
御議論いただく範囲
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保育サービスの全体像

延長保育

開所時間：１１時間 11時間超分

夜間保育（通常保育）
開所時間：１１時間

保育所（通常保育）
保育所運営費

（負担金）

月
火
水
木
金
土

特定保育
（週２～３日or
半日の

部分的利用）

トワイライトステイ
（夜間養護等事業）

時間軸：（早朝） （深夜）

認可外保育施設

幼稚園 預かり保育

家庭的保育

４時間
例）９：００から

児童育成事業
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

※上乗せ経費分

保育所運営費
（負担金） ＋

事業所内託児施設
雇用保険助成金

（補助金）

例：１１：００から ２２：００まで

例）７：００から 例）１８：００まで

病児・病後児保育
児童育成事業

（補助金）

例：１８：００から 例）２２：００まで

休日保育（日曜・祝日等） 児童育成事業
（補助金）

日
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119万人118万人118万人117万人115万人112万人109万人105万人108万人

5,000 円5,000 円5,000 円17,250 円17,250 円22,000円67,000 円67,000 円136,833円

10,000 円10,000 円10,000 円42,417円42,417 円49,417 円101,417 円101,417 円171,250 円

児童数
（2006年）

単価（事業費ベース・月額）

単価（公費負担ベース・月額）

保育・放課後サービスの現状と潜在的ニーズとの差

【保育所、放課後児童クラブ単価（円）】

(参考） 小３小２小15歳4歳3歳2歳1歳0歳

２０％
１９％

サ
ー

ビ
ス
利
用
率

１３５万人

６５万人 ７０万人

（
現
行

）

４０％

６０％
５６％

    ％：サービス利用率
 人数：サービス利用児童数

就業希望者が就業でき
るためには、3歳未満児
の保育利用率を
20%→38%へ上げる必要

就業希望者が就業でき
るためには、小１～3年生
の放課後児童クラブ利用
率を19%→60%へ上げる
必要

就業希望者が就業できる
ためには、3歳～5歳児の
保育利用率を
40%→56%へ上げる必要

（
潜
在
的
ニ
ー

ズ

）

サービス量の落差
（いわゆる「小1の壁」）

０歳　　　　　　～　　　　　　２歳 ３歳　　　　　～　　　　　５歳 小学校1年　　～　　小学校3年

３８％

○ 我が国では、多くの女性が出産退職し、幼い末子を有する母の就業率は低く留まっているが、就業希望者は多い。
（0～3歳：就業率31％＋就業希望者25％、 4～6歳：就業率51％＋就業希望者20％、 7～9歳：就業率62％＋就業希望者13％）

○ 「新待機児童ゼロ作戦」では、これらの就業希望を実現するための抜本的なサービス基盤の拡充の必要性を提示。

100万人(※) 145万人(※)

※潜在的ニーズの量は、
現在の児童人口にサー
ビス利用率を乗じたもの
であり、将来の児童数に
より変動があり得る。
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子育て支援関係事業の実施状況（現状と目標値）

全市町村
（現在1795市町村）

1063市町村－生後４ヶ月までの全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

全市町村
（現在1795市町村）

784市町村96市町村育児支援家庭訪問事業

9，500か所
（一時預かり事業と合わせて）

927か所24か所特定保育事業

870か所511か所
（平成18年度実績）

364か所ショートステイ事業

6,000か所4,409か所2,936か所地域子育て拠点事業

710か所540か所344か所ファミリーサポートセンター

560か所236か所
（平成18年度実績）

134か所トワイライトステイ事業

140か所72か所64か所
（平成17年4月1日現在）

夜間保育事業

1,500か所735か所496か所病児・病後時保育事業

16,200か所9540か所（民間分のみ）
13,086か所

（うち民間分8664箇所）
延長保育事業

2,200か所875か所607か所休日保育事業

9，500か所
（一時預かり事業と合わせて）

17,500か所

215万人

2009年度目標値
（｢子ども・子育て応援プラン｣）

7213か所5,651か所一時保育（一時預かり）事業

16,685か所
（平成19年5月1日現在）

15,184か所
（平成17年5月1日現在）

放課後児童クラブ

211万人
（平成19年4月1日現在）

205万人
（平成17年4月1日現在）

通常保育事業（保育所定員数）

現状
（2007年度交付決定ベース）

2004年度末時点事業名
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認可保育所数（認可保育所数（H1H199.4.1.4.1現在）現在）

保育所の施設数(公私別）と利用児童数

（万人）（万人）（（かか所）所）

１０７万人９４万人２０２万人利 用 児 童 数

１１，２４５１１，６０３２２，８４８施 設 数

私立公立合計

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

H１４ H１５ H１６ H１７ H１８ H１９

180

185

190

195

200

205

公立保育所数 私立保育所数 保育所利用児童数
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14.8%

34.5%

25.0%

15.8%

29.9%

19.2%

16.1%

18.3%

23.0%

12.9%

21.8%

12.9%

23.8%

30.2%

37.2%

32.8%

21.7%

14.8%

12.4%

16.0%

13.4%

21.2%

16.6%

24.9%

19.8%

15.8%

18.4%

32.7%

37.6%

25.3%

20.0%

28.7%
30.2%

21.1%

35.4%

24.1%

26.2%

30.3%

33.1%

25.8%

32.9%

23.8%

28.4%

18.8%
20.3%

16.7%

19.6%

13.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

北

海

道
　

青

森

県
　

岩

手

県
　

宮

城

県
　

秋

田

県
　

山

形

県
　

福

島

県
　

茨

城

県
　

栃

木

県
　

群

馬

県
　

埼

玉

県
　

千

葉

県
　

東

京

都
　

神

奈

川

県
　

新

潟

県
　

富

山

県
　

石

川

県
　

福

井

県
　

山

梨

県
　

長

野

県
　

岐

阜

県
　

静

岡

県
　

愛

知

県
　

三

重

県
　

滋

賀

県
　

京

都

府
　

大

阪

府
　

兵

庫

県
　

奈

良

県
　

和

歌

山

県
　

鳥

取

県
　

島

根

県
　

岡

山

県
　

広

島

県
　

山

口

県
　

徳

島

県
　

香

川

県
　

愛

媛

県
　

高

知

県
　

福

岡

県
　

佐

賀

県
　

長

崎

県
　

熊

本

県

大

分

県
　

宮

崎

県
　

鹿

児

島

県
　

沖

縄

県
　

全

国

※　【保育サービス利用率】＝【保育所利用児童（３歳未満児）】÷【３歳未満人口】
※　「保育所利用児童（３歳未満児）」：福祉行政報告例【厚生労働省（平成18年4月1日現在）】
　　 「３歳未満人口」：平成１７年国勢調査【総務省統計局（平成17年10月1日現在）】

３歳未満児における保育サービス利用率【都道府県別（Ｈ１８年度）】



8

保育所待機児童の現状

【保育所入所待機児童 １万８千人 の内訳】

３歳以上児

低年齢児
（0～2歳児）

特定市区町村（74か所） その他の市区町村
（294か所）

※ 特定市区町村の待機児童数は、全待機児童数のうち約７割。
※ 低年齢児の待機児童数は、全待機児童数のうち約７割。

【保育所待機児童数と保育所定員の推移】

○平成19年4月1日現在の待機児童数は1万7,926人（4年連続で減少）

○待機児童が多い地域の固定化

・待機児童50人以上の特定市区町村（74市区町村）で待機児童総数の約70％を占める

○低年齢児（0～2歳）の待機児童数が全体の約70％

４千人
９千人

（待機児童全体の

約５割）

２千人３千人

待機児童数と保育所定員の推移

2.5
2.6

2.4
2.3

2.0
1.8

196

199

203
205

208

211

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

185

190

195

200

205

210

215

（万人） （万人）

保育所定員
（右目盛）

待機児童数
（左目盛）
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待機児童解消に向けた市町村の取組の状況

○ 待機児童解消に向けた市町村の取組及び待機児童解消の程度はまちまち
○ 保育所整備により潜在需要が喚起されるため、定員増に対する待機児数の減少割合はそれほど大き

くない。

8.0 → 12.4
1,140 → 353258 → 36824,125 → 32,994Ａ市

68 → 85

112 → 117

157 → 175

保育所数

14.1 → 16.7
1,076 → 560 15,845 → 17,776Ｂ市

13.7 → 17.7
260 → 3505,224 → 7,294Ｄ市

10.6 → 12.5
705 → 48010,845 → 11,590Ｃ市

３歳未満児の保育所

入所割合（％）

待機児童数保育所の定員市町村

待機児童の多い市町村における保育所定員と待機児童数の変化（平成14年→平成18年）

－５１６

－２２５

－７８７

＋９０

＋１８

＋５

＋１１０

＋１７

＋１，９３１

＋７４５

＋８，８６９

＋２，０７０

（資料）厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ（平成18年4月現在）（保育所入所割合の母数となる3
歳未満児の人数は平成17年国勢調査（平成17年10月1日現在）、人口推計年報（平成13年10月1日現
在）によった）

（参考）全国平均
16.3 → 19.6
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認可保育所の入所基準（政令）
－「保育に欠ける」の判断基準－

○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄）

第２４条 市町村は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準に従い条例で定め
る事由により、その監護すべき乳児、幼児又は第３９条第２項に規定する児童の保育に欠ける
ところがある場合において、保護者から申込みがあつたときは、それらの児童を保育所におい
て保育しなければならない。ただし、付近に保育所がない等やむを得ない事由があるときは、
その他の適切な保護をしなければならない。

②～⑤ （略）

○児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）（抄）

第２７条 法第２４条第１項の規定による保育の実施は、児童の保護者のいずれもが次の各
号のいずれかに該当することにより当該児童を保育することができないと認められる場合であ
つて、かつ、同居の親族その他の者が当該児童を保育することができないと認められる場合
に行うものとする。

一 昼間労働することを常態としていること。
二 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。

三 疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有してい
ること。

四 同居の親族を常時介護していること。
五 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たつていること。
六 前各号に類する状態にあること。
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市町村の入所選考基準の例（K市）
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保育所利用の仕組み

【 市町村 】 ＜保育の実施責任あり＞

○「保育に欠ける」という要件の認定を行う。
○希望が保育所の入所受入れ枠を上回る場合

には、公平な方法で選考。

【 認可保育所 】 ＜認可は都道府県等が行う＞

○保育時間 ： 原則８時間
○児童福祉施設最低基準の遵守
○通常保育以外に 延長保育、休日保育、夜間保育等

を行う保育所もある。
○「保育所保育指針」に基づき、児童の発達に応じた

保育を提供

【 利用者 】

希望の保育所の申込
保育料の支払

公立で実施又は民間委託
保育費用（運営費）の支払

保育の実施

対象及び手続き

対象:０歳から就学前の保育に欠ける児童

日々保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼児を保育することを目的とする施設
（児童福祉法第39条第1項）

保 育 所
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保育サービスに係る費用徴収基準額（平成20年度版）

保育単価
（月額）

※ 保育単価は平成２０年度の定員９０人、その他地域区分。
※ 上記の費用徴収基準額より、各地域区分ごとの保育単価が下回る場合は、その保育単価を限度とする。

７７，０００円８０，０００円４１３，０００円以上第７階層

５８，０００円６１，０００円
１０３，０００円以上
４１３，０００円未満

第６階層

４１，５００円４４，５００円
４０，０００円以上

１０３，０００円未満
第５階層

２７，０００円３０，０００円４０，０００円未満

第１階層を除き、
前年分の所得税
課税世帯であっ
て、その所得税
の区分が次の区
分に該当する世
帯

第４階層

１６，５００円１９，５００円
市町村民税
課税世帯

第３階層

６，０００円９，０００円
市町村民税
非課税世帯

第１階層及び第
４～第７階層を
除き、前年度分
の市町村民税の
区分が次の区分
に該当する世帯

第２階層

０円０円
生活保護法による被保護世帯

（単給世帯を含む）
第１階層

３．７万円４．３万円８．９万円１５．１万円

４歳～６歳３歳２歳１歳０歳
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保育環境

職員

保育内容

児童福祉施設最低基準 ○保育士の配置基準

（職員配置、施設設備等）

○嘱託医、調理員の配置

○乳児室、保育室、屋外遊戯場、調理室の設置

保育士資格
（指定保育士養成施設（２年以上）の卒業又は国家試験合格）

保育所保育指針（本年３月に告示化の予定）
（保育の目標、ねらい・内容、保育計画、健康・安全等）

都道府県による監査
第三者評価（保育内容・方法、保育所の運営管理等）

１：６

１・２歳児

１：３０

４・５歳児

１：２０

３歳児

１：３

０歳児

保育の質を支える仕組み

監査、評価
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保育所の現状と保育の質について

（資料）全国保育士会委員意識調査結果（平成16年3月全国保育士会）

保育所（法人）が実施している事業

0 10 20 30 40 50 60 70

一時保育

休日保育

夜間保育

障害児保育

地域子育て支援センター

送迎保育ステーション

学童保育

ファミリーサポートセンター

つどいの広場

その他

（％）

・ひとり親家庭の増加

・育児能力の低下（育て方がわからない、
子どもの言いなり、子育てが保育所まか
せ）

・生活リズムの乱れ（親中心の生活、夜
型の生活、朝食抜き）

１施設あたり平均2.6人の

障害児等を受入れ

保育士の資質向上に必要だと感じていること（主なもの）

最近の保育所利用者の家庭状況の傾向
（主なもの）

保育所（法人）が実施している事業

人間性の向上、自己研鑽

専門職としての知識、技能の向上

第三者評価を活用した保育内容の理解

研修システムの確立

短時間勤務保育士等も含めた研修参加

保育士養成課程の充実

（参考）短時間勤務保育士を導入している保育所数
（資料：地域児童福祉事業等調査（厚生労働省））

2190

4352

6107

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

平成11年 平成14年 平成17年
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保育所保育士の養成、研修等の現状

○指定保育士養成施設（544か所）

（大学、短大、専修学校等での所定の
課程（2年以上）の履修）

又は
○保育士試験（都道府県が実施）に合格

資格取得者 約49,000人（年間）

○職員：知識技能の修得、維持向上の努力義務

○施設：研修の機会の確保義務

保育所内での研修のほか、保育団体、地方公共

団体主催の研修会に参加

○保育の本質・目的 （社会福祉、社会福祉援助技術、児童福祉、保育原理、養護原理、教育原理）

○保育の対象 （発達心理学、教育心理学、小児保健、小児栄養、精神保健、家族援助論）

○保育の内容・方法 （保育内容、乳児保育、障害児保育、養護内容）

○基礎技能 ○保育実習 ○総合演習 計68単位以上

保育士養成 職員の資質向上

保育士養成課程（概要）

313,799人（うち非常勤30,703人）

社会福祉施設等調査（H18年）

保育所勤務の保育士数（常勤換算）
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四年間養成課程資格へのステップアップについて望ましい保育士養成年限について

（資料）平成18・19年度厚生労働科学研究「保育士の養成に関する研究」 （研究代表 東洋英和女学院大学 大嶋恭二氏）より

保育士養成においてさらに充実が必要だと思われる項目

保育士養成について
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※きまって支給する現金給与額は、６月分として支給された現金給与額で、所得税、社会保険料などを控
除する前の額

※職種別の調査であり、保育士については保育所に勤務している者だけではない

出典：平成１８年賃金構造基本統計調査

12.0 年41.0 歳33.1 万円全産業平均

6.7 年30.6 歳21.9 万円幼稚園教諭

7.1 年36.2 歳31.8 万円看護師

4.4 年43.6 歳20.2 万円ホームヘルパー

7.6 年32.8 歳21.8 万円保育士

勤続年数年 齢
きまって支給する現金給与

額
区 分

各職種の給与額、年齢、勤続年数
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延長保育実施状況【都道府県別（平成１９年度）】
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＊１　実施割合は、延長保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の延長保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース・公立保育所は含まない。）
＊２　都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。
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休日保育実施状況【都道府県別（平成１９年度）】
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＊１　実施割合は、休日保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の休日保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）
＊２　都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。
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特定保育実施状況【都道府県別（平成１９年度）】
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＊１　実施割合は、特定保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の特定保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）
＊２　都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。
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○ 平成１９年では、クラブ数は１６，６８５か所、登録児童数は７４万９，４７８人となっており、平成１０年と比較する
と、クラブ数は約７，０００か所、児童数は約４０万人の増となっている。また、クラブを利用できなかった児童数
（待機児童数）は１万４，０２９人、平成１４年の約２．４倍となっており、年々増加傾向にある。

放課後児童クラブ数及び登録児童数等の推移

※各年５月１日現在（育成環境課調）
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小学校１～３年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合
（都道府県別）

（注）１．児童数については、平成１９年５月１日現在の人数（文部科学省「学校基本調査」）。
２．放課後児童クラブ登録児童数については、平成１９年５月１日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）。
３．割合については、児童数（小学校１～３年生）に対する登録児童数（小学校１～３年生）の割合。

20.9%

26.6%

17.5%

22.6%

18.8%

23.7%

20.3%

18.3%

16.5%

25.6%

10.8%

20.5%

28.2%

25.4%

21.2%

28.5%

18.3%

15.0%

13.2%
12.1%

16.0%

21.7%

17.1%
18.1%

19.3%

13.4%

23.2%

20.5%

22.8%

27.4%

19.9%
20.9%

18.2%

23.4%
24.2%

18.9%

22.5%

20.8%

18.0%

13.1%

19.0%
19.5%

18.5%

24.7%

21.0%

15.2%

19.6%
19.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国

登録割合が上位5位の都道府県
〃 上位5位を除く全国平均以上の都道府県
〃 下位5位を除く全国平均以下の都道府県
〃 下位5位の都道府県
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小学校区における放課後児童クラブ実施率（都道府県別）

（注）１．小学校数については、平成19年5月1日現在の公立小学校数［分校、ゼロ学級の学校を含む］（文部科学省「学校基本調査」）。
２．放課後児童クラブ実施か所数については、平成19年5月1日現在調査のか所数（厚生労働省育成環境課調）。
３．一つの小学校区で放課後児童クラブを複数か所実施することにより、数値が100％を超える場合がある。
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実施割合が上位5位の都道府県
〃 上位5位を除く全国平均以上の都道府県
〃 下位5位を除く全国平均以下の都道府県
〃 下位5位の都道府県
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放課後児童クラブの現状
○規模別実施状況

登録児童数の人数規模別でみると、３６人～７０人
までのクラブが全体の約４４％を占める。

○終了時刻の状況

１８時までが全体の約６３％、１９時までが
約３４％を占める。

○設置場所の状況

設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校

敷地内の専用施設が約１８％、児童館が約１６％
であ り、これらで全体の約６割を占める。

○登録児童の学年別の状況

小学校１年生から３年生までで全体の 約９割

を占める。

71人以上

2,448か所

(15%)

36～70人

7,300か所

(44%)

20～35人

4,359か所

(26%)

10～19人

1,992か所

(12%)

9人以下
586か所（3%）

その他
6,284
(37%)

児童館
2,595
(16%)

学校敷地内

3,047
(18%)

学校
余裕教室

4,759
(29%)

４年生以上他
7万人(10%)

３年生

17万人
(23%)

２年生

24万人
(31%)

１年生

27万人
(36%)

19:01以降
470か所（3%）

18:01～19:00
5,742か所
(34%)

17:00まで
1,445か所(9%)

17:01～18:00
9,028か所

(54%)
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放課後児童クラブガイドラインについて

○ 子育てと仕事の両立支援に対するニーズの増大を背景に、放課後児童クラブ数が年々増加していることから、クラブを生活の場として
いる子どもの健全育成を図ることを目的として、補助金の交付・不交付を問わず、クラブとして望ましい運営内容を目指すためのガイドラ
インを国において初めて策定。

○ 本ガイドラインを参考に、各クラブにおいて定期的に自己点検を行うなどにより資質の向上を図る。

趣旨・目的

「放課後児童クラブガイドラインについて」（平成１９年１０月１９日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

１．対象児童
・ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～３年の就学児童。
・ その他健全育成上指導を要する児童（特別支援学校の小学部及び小学校

４年生以上）

２．規模
・ 集団の規模については、おおむね４０人程度までとすることが望ましい。
・ １放課後児童クラブの規模については、最大７０人までとすること。

３．開所日・開所時間
・ 子どもの放課後の時間帯、地域の実情や保護者の就労状況を考慮。
・ 土曜日、長期休業期間等は、保護者の就労実態等を踏まえて８時間以上

開所。
・ 新１年生については、保育所との連続を考慮し４月１日より受け入れること。

４．施設・設備
・ 専用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、生活の場

としての機能が十分確保されるよう留意すること。
・ 子どもが生活するスペースについては児童１人当たり１．６５㎡以上が望ま

しい。なお、体調が悪い時等に休息できる静養スペースを確保すること。
・ 施設・設備は衛生及び安全が確保されているとともに、事業に必要な設備・

備品を備えること。

５．職員体制
・ 放課後児童指導員を配置すること。
・ 放課後児童指導員は、児童福祉施設最低基準第３８条に規定する児童の

遊びを指導する者の資格を有する者が望ましい。

６．放課後児童指導員の役割
・ 子どもの人権の尊重、個人差への配慮、体罰等の禁止、プライバシー保
護等に留意のうえ、次の活動を行うこと。

① 子どもの健康管理、出席確認等の安全確保、情緒の安定を図る。
② 遊びを通しての自主性、社会性、創造性を培う。
③ 子どもが宿題・自習等の学習活動を自主的に行える環境を整え、必要な

援助を行う。
④ 基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助けを行うとともに、

その力を身につけさせる。
⑤ 活動内容について家庭との日常的な連絡、情報交換を行うとともに、家庭

や地域での遊びの環境づくりへの支援を行う。
⑥ 児童虐待の早期発見に努め、児童虐待等により福祉的介入が必要とされ

るケースについては、市町村等が設置する要保護児童対策地域協議会等
を活用しながら、児童相談所や保健所等の関係機関と連携して対応。

⑦ その他放課後における子どもの健全育成上必要な活動を行う。

○その他
７． 保護者への支援・連携

・ 保護者自身が互いに協力して子育ての責任を果たせるよう支援。

８． 学校との連携

・ 学校、放課後子ども教室との連携を図る。

９． 関係機関・地域との連携
10. 安全対策
11. 特に配慮を必要とする児童への対応
12. 事業内容等の向上について

・ クラブは、事業内容について定期的に自己点検、自ら事業内容向上に努める。
13. 利用者への情報提供等
14. 要望・苦情への対応

ガイドラインの概要
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妊婦健診の公費助成の都道府県別実施状況
（平成19年8月現在）
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一時保育実施状況【都道府県別（平成１９年度）】
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＊１　実施割合は、一時保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の一時保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）
＊２　都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。
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地域子育て支援拠点事業の都道府県別実施状況

※各都道府県の乳幼児人口（０～４歳）については平成17年国政調査による。
※地域子育て支援拠点箇所数については、平成19年度交付決定ベース。

※乳幼児人口（0～4歳）1000人当たりの
地域子育て支援拠点箇所数
（平成19年度交付決定ベース）
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地域子育て支援拠点事業の運営事例
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地域子育て支援拠点実施主体による一時預かり事業の運営事例
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ファミリー・サポート・センター事業の都道府県別実施状況
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※各都道府県の市町村数（特別区含む）に対するファミリー・サポート・センター箇所数をグラフ化したもの。

※各都道府県の市町村数に対する
ファミリーサポートセンター箇所数
（平成19年度交付決定ベース）


